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●人件費の状況（平成18年度普通会計決算）
住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率
（18年度末） A 　 B B／A

66,849 人 25,529,710 千円 64,278 千円 5,564,571 千円 21.8％

給与等の状況

●職員給与費の状況（平成18年度普通会計決算）
職員数 給与費 1人当たり給与費
A 給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　B B／A

652 人 2,707,647 千円 317,254 千円 1,082,198 千円 4,107,099 千円 6,299 千円
※職員数は，平成 18年度地方公務員給与実態調査上の普通会計に属する人数です。
※職員手当には退職手当を含んでいません。

●職員の平均年齢，平均給料月額および平均給与月額の状況
（平成19年 4月 1日現在）

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
一般行政職 44.9 歳 352,382 円 414,048 円
技能労務職 44.5 歳 320,303 円 353,852 円
※「平均給料月額」とは，平成 19年 4月 1日現在における各
職種ごとの職員の基本給の平均です。

※「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，住
居手当，時間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものです。

●職員の初任給の状況（平成19年 4月 1日現在）

区分 一般行政職 技能労務職
大学卒 176,800 円 -
高校卒 142,800 円 138,400 円

※実支給は上記月額の 5%カットとなります。

●期末手当・勤勉手当（平成18年度）

１人当たり平均
支給額

支給割合
期末手当 勤勉手当

1,687 千円
3.0 月分
（1.6 月分）

1.45 月分
（0.75 月分）

【加算措置の状況】
　職制上の段階，職務の級等による加算措置
■役職加算　5～ 20％
※（　）内は，再任用職員に係る支給割合です。

●退職手当（平成19年 4月 1日現在）
支給率 自己都合 勧奨・定年
勤続 20年 23.50 月分 30.55 月分
勤続 25年 33.50 月分 41.34 月分
勤続 35年 47.50 月分 59.28 月分
最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

【その他の加算措置】
　定年前早期退職特例措置（2％～ 20％加算）
■ 1人当たり平均支給額

6,795 千円 24,225 千円
※退職手当の 1人当たり平均支給額は，18年度に退職した
職員に支給された平均額です。

●特別職の報酬等の状況（平成19年 4月 1日現在）

区分 給料月額等

給料

市 長 727,200 円（909,000 円）

副 市 長 592,000 円（740,000 円）

教 育 長 524,000 円（655,000 円）

報酬

議 長 345,865 円（460,000 円）

副 議 長 302,256 円（402,000 円）

議 員 278,196 円（370,000 円）

期末手当

市 長 （平成 18年度支給割合）
4.45 月分
　

副 市 長

教 育 長

議 長 （平成 18年度支給割合）
3.35 月分
　

副 議 長

議 員

退職手当

市 長給料月額×在職月数× 0.565

副 市 長給料月額×在職月数× 0.40

教 育 長給料月額×在職月数× 0.25
※（　）内は，給与等の減額措置を行う前の額です。
※退職手当は任期ごとに支給されます。

人事行政の運営状況についてお知らせします

●給与等の減額措置の状況　市長等特別職の職員等の
給与の一部を減額する措置を実施しています。
対象者 減額の内容

市 長・ 副 市 長
教 育 長

■給料，期末手当の 20％
　（平成 18年 4月 1日から）

管 理 職 員
■給料，期末勤勉手当の 5％
■管理職手当の 50％
　（いずれも平成18年4月1日から）

一 般 職 員
■給料，期末勤勉手当の 5％
　（平成 18年 4月 1日から）

議 長・ 副 議 長
議 員

■報酬，期末手当の約 25％
　（平成 17年 10月 11日から）

病院事業管理者
水道事業管理者

■給料，期末手当の 20％
　（水道事業管理者は平成 18年 4月
1 日から，病院事業管理者は平成
18年 10月 1日から）


